
申請書類について 
 
●個人許可申請 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●法人許可申請 
・法人の役員が代表者１名の場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・法人の役員が複数いる場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・古物営業の営業所が複数ある場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ 令和元年 12 月 14 日から、法務局発行の「登記されていないことの証明書」が不要になります。 
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その２ 

別記様式 

第１号その１ 

（ア） 

その３ 

その２ 

別記様式 

第１号その１ 

（ア） 

住民票 

市区町村 

発行の 

身分証明書 

その２ 

その１（イ） 

別記様式 

第１号その１ 

（ア） 

住民票 

市区町村 

発行の 

身分証明書 

略歴書 

住民票 

誓約書 

･法人役員用 

･管理者用 

 

市区町村 

発行の 

身分証明書 

ＵＲＬ 

使用権限 

疎明資料 

略歴書 

誓約書 

･個人用 

･管理者用 

ＵＲＬ 

使用権限 

疎明資料 

（日本国籍を有する方のみ）  

（ＵＲＬを使用する場合） 

許可申請書 

（ＵＲＬを使用する場合） 

添付書類（申請者本人と管理者それぞれのもの） 

※申請者と管理者が同一の場合は１通 

※その１（イ）を役員人数に応じて複数枚作成 

その３ 

許可申請書 添付書類（代表者、監査役以上の役員、管理者それぞれのもの） 

※代表者・役員が管理者の場合は１通 

その２ 

その２ 

別記様式 

第１号その１ 

（ア） 

許可申請書 
添付書類（代表者と管理者それぞれのもの） 

※代表者と管理者が同一の場合は１通 

住民票 

（日本国籍を有する方のみ）  

市区町村 

発行の 

身分証明書 

略歴書 

誓約書 

･法人役員用 

･管理者用 

 

ＵＲＬ 

使用権限 

疎明資料 

略歴書 

誓約書 

･法人役員用 

･管理者用 

 

（日本国籍を有する方のみ）  

ＵＲＬ 

使用権限 

疎明資料 

（ＵＲＬを使用する場合） 

※その２を営業所数と同じ枚数作成 

（日本国籍を有する方のみ）  
（ＵＲＬを使用する場合） 

許可申請書 添付書類（代表者、監査役以上の役員、管理者それぞれのもの） 

※代表者・役員が管理者の場合は１通 

・法人の登記
事項証明書 

 
・法人の定款 

・法人の登記
事項証明書 

 
・法人の定款 

・法人の登記
事項証明書 

 
・法人の定款 


